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ものづくり分野をはじめとする幅広い職業について理解を深め、就職前段階で適切な職業
意識を持てるよう学校等と公共職業能力開発施設の連携により、学生・生徒等に対するもの
づくり体験、技能講習会等の実施を進める。また、2028年技能五輪国際大会の我が国での開
催を契機として、関係行政機関や業界団体、技能士等とも連携しつつ、就職前段階から技能
尊重の機運醸成を図る。
保護者に対しても、保護者が時代に合った職業観を持ち、学校等におけるキャリア教育や
学生・生徒自身の主体的な職業意識の確立について理解・協力してもらうことが望まれる。
 関係者の連携によるキャリア教育推進の基盤整備

初等中等教育及び高等教育の各学校等による主体的な取組がより効果的に推進されるよ
う、その基盤として、各地域の地方公共団体、労使団体、企業、労働行政機関等関係機関の
連携・協力が不可欠である。
その際、職業適性や興味に関する各種検査の活用、詳細な職場情報や地域の企業情報の提
供、キャリアコンサルタント等の専門家の活用、ジョブ・カードの普及等、労働行政機関の
有するキャリア形成に資する資源や手法、人材等を広く提供し、活用の促進を図ることも重
要である。
 労働関係法令に関する知識等の周知啓発
青少年の就職活動時や就職後のトラブルの防止のためには、労働関係法令に関する理解を
深めることが重要であり、都道府県労働局等と学校等との連携・協力により、学生・生徒に
対して労働関係法令に関する知識等の周知を図ることが求められる。
このため、法において、学生・生徒に対する職業生活において必要な労働に関する法令に
関する知識の付与に係る国の努力義務を規定していることも踏まえ、国は、都道府県労働局、
労働基準監督署及び公共職業安定所による講師の派遣、労働関係法令に関する基礎的な知識
をまとめた冊子の提供等を積極的に行うとともに、学校等に対しては、特に在学段階におけ
るアルバイトが青少年にとっての最初の就業経験となることが多いことも踏まえ、アルバイ
トに従事する前や、職場体験・インターンシップの実施の前後、学生・生徒の進路選択の際
など、適切な機会を捉えた労働関係法令に関する知識等の付与に係る取組の周知を図る。
さらに、都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所は、労働に関するトラブル
に適切に対処できるよう、都道府県労働局等に設置されている総合労働相談コーナー等の相
談窓口を周知する。

 マッチングの向上等による学校卒業見込者等の職業生活への円滑な移行、適職の選択、職場
定着等のための支援
我が国の若年失業率は、国際的に見て相当低い水準にとどまっているが、その背景には、学
校等の卒業前に就職先が決定し、企業で継続的に人材育成を行う学校卒業見込者の一括採用が
あると考えられる。この仕組みは、事業主にとっても学校卒業見込者にとってもメリットがあ
り、一定の合理性を持つ雇用慣行として我が国で広く定着してきたところである。
したがって、青少年の円滑なキャリア形成のためには、特に学校等の新規卒業時の職業選択
が重要であり、次のからまでの適職の選択を行うことができる環境の整備が必要である。
 学校等から職業生活への円滑な移行のための支援
学校等から職業生活への円滑な移行のため、公共職業安定所が学校等と連携・協力し、就
職支援ナビゲーターによる大学等への出張相談、就職支援セミナー等、地域の学校等や学生・
生徒等のニーズに応じた支援を行う。
特に、採用意欲が高く、青少年の雇用管理が優良な中小企業と、大企業志向の強い学校卒
業見込者等との間にミスマッチが存在している状況等を踏まえ、青少年の募集等に関する取
組の実施状況が優良である等の事業主を法の規定に基づき認定する制度（以下「ユースエー
ル認定制度」という。）により、中小企業の情報発信を支援し、企業規模等にとらわれない職
業選択を促す。その際、大企業や知名度の高い企業を子に推奨する傾向があると言われる保
護者の意識への働きかけも求められる。

卒業間近になっても内定を得られていない学生・生徒に対しては、卒業までに内定を得ら
れるよう、関係行政機関との連携の下で、新卒応援ハローワーク等において毎年１月から３
月までの期間に集中的に就職支援を行うとともに、就職先が決まらないまま卒業した者に対
しても、新卒応援ハローワーク等において継続して就職支援を行う。
公共職業安定所は、学校卒業見込者等に対して就職支援を行う際に、トラブルに巻き込ま
れた際の相談窓口（都道府県労働局等に設置されている総合労働相談コーナー等）について
周知啓発を図る。
 既卒者の応募機会の拡大に向けた取組の促進
学校卒業見込者の一括採用の仕組みについては、事業主にとっては、職業経験のない学校
卒業見込者を集団的かつ集中的に正規雇用労働者として採用し、長期雇用の下でＯＪＴ等の
企業内での訓練を実施しながら必要な知識・技能を習得させていくこと等が効率的であるこ
と、学校卒業見込者にとっても、失業状態を経ることなく円滑に社会・職業生活に移行でき
ること等のメリットがあり、一定の合理性を持つ雇用慣行として広く定着してきたところで
ある。
一方、経済・社会環境及び労働市場の構造の変化の下、急激な雇用情勢の悪化等の影響に
より、就職先が決まらないまま卒業した者、次年度の就職活動のために学校等を留年した者、
不本意ながら非正規雇用に就いた者、ミスマッチにより早期の離職を余儀なくされた者等が
存在し、さらに、フリーター等の不安定な就業形態に就くことで、その後正規雇用に移行す
ることがより困難となる状況が生じている。
こうした状況を踏まえ、青少年の募集及び採用に当たって、卒業後の経過期間にとらわれ
ることなく人物本位による正当な評価が行われるよう、青少年の雇用機会の確保及び職場へ
の定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処
するための指針（平成27年厚生労働省告示第406号）において、学校卒業見込者の採用枠に
ついて、既卒者が学校等を卒業後少なくとも３年間は応募できるものとすること、できる限
り年齢の上限を設けないようにすること等を定めている。引き続き、この指針を活用し、事
業主への周知啓発、指導を着実に実施することにより、学校等を卒業後の一定期間は「新卒」
扱いとする、通年採用を拡大するなど、既卒者が正規雇用に応募する機会を広げる取組を促
していく。
 マッチングの向上に資するための労働条件等の明示の徹底及び積極的な情報提供の促進
事業主から示される労働条件等は、学校卒業見込者等が就職先を決定する際の重要な情報
であるが、募集時に示された労働条件等と労働契約の締結時に明示された労働条件等が異な
るなど、労働条件等をめぐるトラブルが発生している現状に鑑み、職業安定法、労働基準法
（昭和22年法律第49号）等の労働条件等の明示に関する規定等の周知徹底を図る。
また、労働条件等をめぐるトラブル等に対し、法令等に基づく行政指導を実施してもなお、
個々の労働者と事業主との間の紛争が解決しない場合には、都道府県労働局による個別労働
紛争解決制度等が利用できることを周知するとともに、公共職業安定所は必要に応じて相談
等に適切に対応する。
さらに、マッチングの向上のためには、労働条件等に加えて、職場の就労実態に係る情報
が提供される環境の整備が重要である。このため、法第13条及び第14条に規定する青少年雇
用情報の提供について履行の確保を図るとともに、公共職業安定所が学校卒業見込者等求人
（同条第１項に規定する学校卒業見込者等求人をいう。以下同じ。）の申込みを受理するに当
たっては、求人者に対し、青少年の雇用の促進等に関する法律施行規則（平成27年厚生労働
省令第155号）第３条第１項に定める青少年雇用情報の全ての事項の提供を求めていく。
また、公共職業安定所においては、青少年雇用情報の求めを行ったことを理由とした不利
益取扱いに係る相談への対応、学校卒業見込者等が具体的な情報の求めを行った場合の事業
主への対応その他青少年雇用情報の提供の仕組みが学校卒業見込者等の適職の選択に有効に
機能するために必要な取組を進める。
なお、青少年雇用情報の提供は、学校卒業見込者等の適職の選択のための措置であり、事
業主及び学校卒業見込者等の双方に適正な対応が求められることについて周知を図ってい
く。
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